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４．関連年表 
 

 

西 暦 

(元号) 
世 界 日 本 豊前市 

1945 年 

(昭 20) 

・国際連合設立、国際連合憲章
採択 

 

1946 年 

（昭 21） 

・国連経済社会理事会の下に｢婦
人の地位委員会｣設置 

 

1948 年 

（昭 23） 

・国連｢世界人権宣言｣採択  

1966 年 

（昭 41） 

・国連｢国際人権規約｣採択  

1967 年 

（昭 42） 

・国連｢婦人に対する差別撤廃宣
言｣採択 

 

1972 年 

（昭 47） 

・国連、1975 年を国際婦人年を
することを宣言 

 
 
 
 
 
 

 

1975 年 

（昭 50） 

６月 国際婦人年世界会議開催
(ﾒｷｼｺｼﾃｲ)(「世界行動計画」
を採択）1976 年から 1985 年を
｢国連婦人の十年｣と決定 

９月 総理府に｢婦人問題企画
推進本部｣、｢婦人問題企画推
進会議｣、｢婦人問題担当室｣を
設置 

 

1976 年 

（昭 51） 

・ILO(国際労働機関)事務局に婦
人労働問題担当室を設置 

  

1977 年 

（昭 52） 

 
 

１月「国内行動計画」策定 
10月｢国内行動計画前期重点目
標｣発表 

 

1979 年 

（昭 54） 

12 月「女子差別撤廃条約」採択
(第 34 回国連総会) 

  

1980 年 

（昭 55） 

７月「国連婦人の十年」中間年
世界会議開催(ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ) 
（女子差別撤廃条約署名式）

７月 女子差別撤廃条約署名  

1981 年 

（昭 56） 

９月「女子差別撤廃条約」発効
   

５月「国内行動計画後期重点目
標」発表 

  

1982 年 

（昭 57） 
  女子差別撤廃条約批准に向け

て国籍法等国内法制整備準備
 

1984 年 

（昭 59） 

・ナイロビ世界会議のためのｴｽｶ
ｯﾌﾟ地域準備会議開催（東京）

５月国籍法及び戸籍法の一部を
改正する法律公布(昭 60.1.1
施行) 

  

1985 年 

（昭 60） 

７月 ｢国連婦人の十年｣ナイロ
ビ世界会議開催(ﾅｲﾛﾋﾞ)（「西
暦」2000 年に向けての婦人の
地位向上のためのﾅｲﾛﾋﾞ将来
戦略）採択) 

５月「男女雇用機会均等法｣公布
６月「女子差別撤廃条約」批准
７月同条約発効 
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西 暦 

(元号) 
世 界 日 本 豊前市 

1986 年 

（昭 61） 

 

 

４月「男女雇用機会均等法」施
行 

 

1987 年 

（昭 62） 

 

 

５月「新国内行動計画」策定  

1988 年 

（昭 63） 

 

 

４月「改正労働基準法」施行  

1989 年 

（平元） 

・国連｢児童の権利に関する条
約｣採択 

４月 学習指導要領の改正(高
等学校家庭科の男女必修等) 

 

1990 年 

（平 2） 

５月 国連経済社会理事会｢婦
人の地位向上のためのﾅｲﾛﾋﾞ
将来戦略に関する第 1回見直
しと評価に伴う勧告及び結
論｣採択 
 

  

1991 年 

（平 3） 

 

 

５月「新国内行動計画」（第 1
次改定）策定 
 「育児休業法」公布 
 

 

1992 年 

（平 4） 

 

 

４月「育児休業法」施行  

1993 年 

（平 5） 

・｢女性に対する暴力の撤廃に
関する宣言｣(第 48 回国連総
会) 

 

 
 

1994 年 

（平 6） 

９月 第４回世界女性会議のた
めのエスカップ地域準備会
議開催(ｼﾞｬｶﾙﾀ) 
・国連｢ジャカルタ宣言｣(地域
行動計画を含む)採択 

６月 総理府政令一部改正によ
り総理府に｢男女共同参画
室｣と｢男女共同参画審議会｣
を設置 

 

1995 年 

（平 7） 

９月 第 4 回世界女性会議開催
(北京) 

６月「育児休業法」(介護休業
制度の法制化 

 

1996 年 

（平 8） 

 

 

７月「男女共同参画ﾋﾞｼﾞｮﾝ」答
申 
12 月「男女共同参画 200 年ﾌﾟﾗ
ﾝ」策定 

 

1997 年 

（平 9） 

６月「男女雇用機会均等法」改

正 

女性セミナー（平成 13 年度より「男
女共同参画セミナーに改称」開催 
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西 暦 

(元号) 
世 界 日 本 豊前市 

1998 年 

（平 10） 

   「女性行政推進懇談会」開催 

1999 年 

（平 11） 

 ４月「改正男女雇用機会均等法」

施行、「育児･介護休業法」全

面施行 

６月 男女共同参画社会基本法

公布施行 

４月 総務課秘書広報係に男女

共同参画担当職員を配置 

「女性職員連絡会議」設置 

2000 年 

（平 12） 

９月 国連特別総会｢女性2000会

議｣(ﾆｭｰﾖｰｸ) 

５月「ｽﾄｰｶｰ行為等の規制等に関

する法律｣公布 

12 月「男女共同参画計画」策定

４月 福祉事務所に婦人相談員

配置 

７月～１月 女性セミナー昼の

部（１０回） 

女性セミナー夜の部（４回）

（働く婦人の家で開催） 

 

2001 年 

（平 13） 

 １月 内閣府に｢男女共同参画会

議｣「男女共同参画局」設置 

４月「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法

律」公布 

10 月｢配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法

律｣一部施行 

７月～１０月 あすばる出前講

座開催（４回） 

８月「男女共同参画社会づくり

にむけての市民意識調査」実

施 

2002 年 

（平 14） 

 ４月「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法

律」全面施行 

３月「男女共同参画社会づくり

に向けての市民意識調査報告

書」作成 

４月人権課に男女共同参画係を

設置 

６月「豊前市男女共同参画推進

懇話会」設置 

７月～９月（３回）男女共同参

画まちづくり講演会開催 

８月 職員研修実施 

2003 年 

（平 15） 

  ３月「豊前市男女共同参画推進

懇話会提言書」提出 

５月第１回豊前市男女共同参画

シンポジウム開催 

７月～９月（３回） 

 男女共同参画まちづくり講演

会開催 

８月「男女共同参画審議会」設

置 

８月 職員研修実施 

2004 年 

（平 16） 

  ３月 「男女共同参画行動計画」

策定 


